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近年，台風や線状降水帯による豪雨災害の激甚化により，多くの人が被害を受けている．特に，平成 30

年 7 月豪雨災害においては逃げ遅れによる被災が散見され，適切な避難行動を適切なタイミングで促すこ

との重要性がますます高まっている．災害時の避難意思決定に関する分析や心理学的仮説の検証は個々の

研究で行われているが，多くの研究が静的な分析に限られており，時間変化する状況と人々の意思決定タ

イミングについて動学的な分析を行った例は多くない．そこで，本研究では認知心理学分野での研究にお

いて，逃げ遅れの原因として指摘されている「正常化への偏見」をもとに人々の意思決定段階を細分化し，

避難に関する情報や個人属性等が及ぼす影響について，動的離散選択モデルを用いて平成 30年 7月豪雨災

害時の住民の意思決定の分析を行う． 

 

     Key Words: evacuation behavior, decision-making, redefinition of the situation, dynamic discrete choice 

model 

 

 

1. はじめに 

 

わが国における台風や線状降水帯による豪雨災害の激

甚化は近年ますます進んでおり，多くの人が被害を受け

ている 1)．その中でも平成 30年 7月に西日本で発生した

豪雨災害は，とりわけ被害が大きく，後に内閣府の避難

勧告等に関するガイドライン 2)の改正の１つのきっかけ

となった．この豪雨災害では，広島県，岡山県，愛媛県

をはじめとする西日本を中心に，全国的に広い範囲で記

録的な大雨が観測され，広島県を含む 1 府 10 県に特別

警報が発表された 3)．また，大雨に伴い河川の氾濫や土

砂崩れも発生し，日本全国で死者 224人，行方不明者 8

人，負傷者 459人という大きな犠牲を出した．広島県は

最も被害が大きく，死者は 109人，行方不明者 5人，負

傷者 139人であった 4)．本災害の特筆すべき特徴は，避

難の判断遅れを起因とした逃げ遅れによる被災が目立っ

た点である．災害後に内閣府によって取りまとめられた

防災白書によると，やはり適切な避難行動はほとんど実

施されておらず，指定避難所への立退避難割合はわずか

に 0.5％程度であったことなどが自治体により報告され

ている 5) ．一方で，避難勧告や大雨特別警報等の災害関

連情報，ハザードマップ等で事前に被災の可能性が示唆

されていたことも確かである．最も降雨が激しかったと

される 7月 6日の前日にあたる 5日には，気象庁による

大雨についての臨時会見が行われている 6)．それにもか

かわらず，逃げ遅れによる被災が顕著であったという事

態を受け，災害時の避難促進，特に逃げ遅れの発生要因

やそれを防ぐための政策に関して様々な議論がなされて

いる 7) 8) 9)．今後，ますます豪雨災害が頻発するようにな

るであろうことを踏まえると，こうした研究を推し進め

ることは急務といえる．本論文では，災害時における住

民の避難意思決定に影響を与える要因の分析を行うとと

もに，それらが逃げ遅れの発生にどの程度寄与している

のかを探ることを目的とする． 
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2. 既往研究 

 

(1) 災害心理学 

既往研究において，災害心理学の分野からも逃げ遅れ

に関して様々なバイアスが指摘されている 10)．その中で

も，正常化の偏見(Normalcy bias)は顕著に表れるものの一

つとされている．正常化の偏見は，非常時においてリス

クを過小評価してしまう傾向のことである11)．Konoら12)

は，この正常化の偏見が「実際に自分自身が被害を受け

る可能性」と「避難行動が過剰反応となってしまう可能

性」の認知的不協和 13)によるものであると指摘している．

また，廣井 14)は，リスク認知の特性から災害を「突発災

害」と「進行災害」の 2つに分類している．地震やそれ

に伴う津波などの突発災害は，目に見えてわかる減少や

衝撃が最初に発生するため，正常化への偏見は働きづら

いとされている．一方で，危険が徐々に高まる豪雨災害

や土砂災害といった進行災害では，正常化への偏見が働

きづらいとされており，平常時から非常時へと状況認識

を変えることが難しい．池田 15)は，この状況認識の変化

を「状況の再定義」と呼称しており，ひとたび正常化の

偏見が活性化されると，災害に関する情報を繰り返し得

たとしても状況の再定義を行うことが難しくなると指摘

している．加えて，池田は「スクリプト」の保有が状況

の再定義に必要であるとも指摘している．スクリプトと

は，特定の状況下で利用できる判断や行動の束のことで

あり，スクリプト所有者は非所有者に比べてより少ない

情報から比較的正しい推論を行うことができるとされて

いる 16)．これらの心理学的観点から，本研究では災害時

の住民の避難意思決定に関して，以下の 2つの仮説を置

く． 

1) 災害時の避難意思決定には「状況の再定義」段階

が存在する． 

2) 避難の意思決定は，スクリプトが利用可能になっ

た段階以降，行なわれやすくなる． 

なお，本研究におけるスクリプトとは，過去の災害の

経験や，他人から避難を呼びかけられるなどの社会的な

要因のことを指す． 

 

(2) 数理モデル 

災害時での避難意思決定に関する分析において，その

意思決定の異質性から，数理モデルには現象の説明力が

強く求められている．佐藤ら 16)は，Akerlof & Dickensの津

波避難モデル 18)をベースに，情報入手確率や被害確率な

どを導入し，不確実性の高い状況下での避難意思決定を

表現した．及川・片田 19)は，エントロピーモデルを構築

し，状況の判断を意思決定として含む避難先選択モデル

を提案している．しかし，これらの研究では，心理学的

な現象を記述することには成功しているものの，実証分

析との接続が課題であり，逃げ遅れの要因を実際の行動

データから見出すことは難しい．実際の行動データを用

いた分析で使用されたモデルとしては，従来の静的選択

モデルである Multinomial logit model 20) 21) 22)や Nested logit 

model 20)，Latent class model 23)，Ordered logit/probit model 24) 25)な

どがある．一方で，Pel らは災害時の意思決定問題にお

いて，動学モデルによる分析の必要性を訴えている 26)．

動学モデルによる分析では，時間軸を考慮することが可

能であり，豪雨後の最終的な意思決定だけでなく，時間

的に変化する周囲の状況と意思決定の変動をモデリング

できる．つまり，逃げ遅れ等の避難タイミングについて

分析したい場合は時間軸を考慮することが重要であると

いえる．時間軸を考慮した研究としては，Fu & Wilmotの

Sequential binary logit model 27)，RustのDynamic discrete choice 

model 28)をベースとした分析 29) 30) 31) などがある．しかし，

これらの分析では各タイミングでの人々の意思決定は避

難または非避難の二項選択として記述されており，時間

軸とともに状況の再定義フェーズを考慮した研究は，筆

者の知る限り存在しない． 

そこで，本研究では前節で説明した意思決定の仮説に

ついて，時間軸を考慮することが可能である Rust(1987)

の動的離散選択モデルを用いて，平成 30 年 7 月豪雨災

害時の住民の避難に関する意思決定の分析を行う．本研

究の貢献は，避難に関する意思決定のボトルネック（避

難の効用が低いために避難を選択しないのか，もしくは

状況の再定義が進まないが故に避難を選択できないのか）

の解明である．  

 

3. 定式化 

 

(1) 意思決定フロー 

本研究では定式化にあたり，避難までの意思決定にお

いて個人が置かれる状態と選択可能な行動との間に表-1

で示すような関係を仮定する．まず，状況の定義が平常

時のとき，個人はそのまま状況の定義を変更しない

(Normal から Normal)か，または状況の再定義を行うか

(NormalからEmergency)を選択することができる．なお，

この際，状況の再定義と避難を同時選択することも可能

である(NormalからEvacuate)．次に，状況の再定義を経て

非常時の認知に遷移した場合，避難する(Emergency から

Evacuate)か，避難せずそのまま待機する(Emergency から

Emergency)かを選択できる．避難に遷移，または避難を

選択しないまま有限期間の上限𝑡 = 𝑇に到達した場合，

マルコフ遷移過程における吸収状態を表す，効用 0 の

End Dummyを確率 1で選択する．これらの状態遷移が繰

り返される様子を図-1に示す． 
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表-1 意思決定フローの接続条件 

状態 𝑠𝑖,𝑡 

（行動決定前） 
行動𝑎𝑖,𝑡 

状態𝑠𝑖,𝑡+1 

（行動決定後） 

Normal 

Normal Normal 

Emergency Emergency 

Evacuate Evacuate 

Emergency 
Emergency Emergency 

Evacuate Evacuate 

Evacuate End dummy End dummy 

 

 

 

図-1 各個人の遷移の様子 

 

(2) 動的離散選択モデル 

離散有限期間𝑡 = 1,2, … , 𝑇の間，状態𝑠𝑖,𝑡を観察し，

集合𝐴(𝑠𝑖,𝑡)の中から行動𝑎𝑖,𝑡を選択する行動を繰り返す

個人𝑖を仮定する．この時，個人𝑖が𝑡期に得られる総効

用は，状態変数𝑠𝑖,𝑡および行動𝑎𝑖,𝑡の関数として，式(1)の

ように表せる． 

∑ 𝛽𝑖
𝜏𝑢(𝑠𝑖,𝑡+𝜏, 𝑎𝑖,𝑡+𝜏)

𝑇−𝑡

𝜏=0
 (1) 

𝛽𝑖 ∈ (1,0)は，𝜏により終端時刻まで𝑇 − 𝑡回乗じられる

時間割引率であり，𝛽𝑖 = 0のとき，次期の効用（瞬時効

用）のみが考慮され，𝛽𝑖 = 1のとき瞬時効用と時期以降

で得られる効用（将来効用）の重みが同一となる． 

ここで，各個人が任意の選択肢を選んだ時，次期に遷

移する状態に関する予測が 1次のマルコフ過程に従うと

する．個人𝑖が𝑡期において状態𝑠𝑖,𝑡を観察し，行動𝑎𝑖,𝑡を

選択したとき，次の𝑡 + 1期に状態が𝑠𝑖,𝑡+1となる確率

（信念）を遷移確率と呼ぶが，本研究における遷移確率

は表-1で示される行動𝑎𝑖,𝑡と次期の状態𝑠𝑖,𝑡+1の接続条件

に等しい．接続条件𝛿の定義は式(2)のとおりである．本

研究では，状態𝑠𝑖,𝑡において行動𝑎𝑖,𝑡を選ぶと，自動的に

ただ1つの次期の状態𝑠𝑖,𝑡+1に移行する．よって簡略化の

ため，以降の定式化では𝑎𝑖,𝑡の記述を省略する． 

𝛿(𝑠𝑖,𝑡+1|𝑠𝑖,𝑡 , 𝑎𝑖,𝑡) = {
1,   𝑎𝑖,𝑡 ∈ 𝐴(𝑠𝑖,𝑡)

0,   𝑎𝑖,𝑡 ∉ 𝐴(𝑠𝑖,𝑡)
 (2) 

次に，意思決定者は割引期待効用の和である式(1)の

期待値を最大化するように，次期の状態𝑠𝑖,1, 𝑠𝑖,2, … , 𝑠𝑖,𝑇

を決定すると仮定する．これは，個人𝑖が動的計画

(Dynamic Programming)問題を解くことと等しく，価値関

数𝑉(𝑠𝑖,𝑡)を用いて，以下の目的関数と制約条件で記述で

きる． 

𝑉(𝑠𝑖,𝑡) = max
𝑠𝑖,𝑡+1∈𝐴(𝑠𝑖,𝑡)

𝔼 [∑ 𝛽𝑖
𝜏𝑢(𝑠𝑖,𝑡+𝜏+1|𝑠𝑖,𝑡; 𝜃)

𝑇−𝑡

𝜏=0

] (3) 

さらに，瞬時効用の効用関数𝑢(𝑠𝑖,𝑡+1|𝑠𝑖,𝑡; 𝜃)は，確定

項𝑣(𝑠𝑖,𝑡+1|𝑠𝑖,𝑡; 𝜃)と誤差項𝜇𝜀(𝑠𝑖,𝑡+1)に加法分離可能であ

る，という仮定をおき，Bellman の最適性原理および

Bellman 方程式を用いて，価値関数が再帰的になるよう

な形で表すと， 

 

𝑉(𝑠𝑖,𝑡)

= 𝔼 [ max
𝑠𝑖,𝑡+1∈𝐴(𝑠𝑖,𝑡)

{𝑣(𝑠𝑖,𝑡+1|𝑠𝑖,𝑡; 𝜃) + 𝛽𝑖𝑉(𝑠𝑖,𝑡+1) + 𝜇𝜀(𝑠𝑖,𝑡+1)}] 
 

(3) 

ここで，誤差項𝜀(𝑠𝑖,𝑡+1)が平均 0 の IID ガンベル分布

に従うと仮定すると，式(4)のmax {∙}の中身も IIDガンベ

ル分布に従う．一般化極値分布の特性から，価値関数

𝑉(𝑠𝑖,𝑡)は式(5)のように書き換えることができる． 

 
𝑉(𝑠𝑖,𝑡)

= {
𝜇 log ∑ 𝛿 ∙ 𝑒

1
𝜇

{𝑣(𝑠𝑖,𝑡+1|𝑠𝑖,𝑡; 𝜃)+𝛽𝑖𝑉(𝑠𝑖,𝑡+1)}

𝑠𝑖,𝑡+1∈𝐴(𝑠𝑖,𝑡)

0

 

 
𝑠𝑖,𝑡+1 ≠ 𝐸𝑛𝑑 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦,

𝑠𝑖,𝑡+1 = 𝐸𝑛𝑑 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦
 

(5) 

 

また，IID ガンベル分布を仮定したことにより，状態

𝑠𝑖,𝑡において個人が次期の状態𝑠𝑖,𝑡+1を選択する確率は，

式(6)のようにロジット型で記述することができる． 

𝑝𝑖(𝑠𝑖,𝑡+1|𝑠𝑖,𝑡) =
𝑒

1
𝜇

{𝑣(𝑠𝑖,𝑡+1|𝑠𝑖,𝑡;𝜃)+𝛽𝑖𝑉(𝑠𝑖,𝑡+1)}

∑ 𝑒
1
𝜇

{𝑣(𝑠𝑖,𝑡+1
′ |𝑠𝑖,𝑡;𝜃)+𝛽𝑖𝑉(𝑠𝑖,𝑡+1

′ )}
𝑠𝑖,𝑡+1

′ ∈𝐴(𝑠𝑖,𝑡)

 (6) 

よって，対数尤度関数は以下の式(7)で表せる．𝑁はサ

ンプル数である． 

𝐿𝐿(𝛽, 𝜃) = ln ∏ ∏ 𝑝𝑖(𝑠𝑖,𝑡+1|𝑠𝑖,𝑡)
𝑇

𝑡=1

𝑁

𝑖=1
 (7) 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

(3) 推定法 

動的離散選択モデルの推定では，まず価値関数の解を

算出するため，不動点を求める必要がある．不動点求解
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とパラメータ推定を同時に行う方法は，Rust 28)によって

提案されている，価値関数の不動点求解とパラメータ更

新を交互に行う Nested Fixed Point Algorithm (NFXP)や，

Aguirregabiria and Mira32)が提案した，疑似尤度関数を用い

ることで繰り返しの不動点求解が不要となり計算負荷が

小さいNested Pseudo Likelihood algorithm (NPL)がよく知られ

ている．これらの推定方法は無限時間の仮定の下，不動

点解があるノルムが収束するまで繰り返し計算を行う方

法によってのみ求解可能な場合に有用である．本研究で

は有限時間を仮定するため，収束を待つ必要が無く，後

ろ向き帰納法による有限回の繰り返し計算で不動点の求

解が可能である．よって，本研究では後ろ向き帰納法を

用いて価値関数を算出する． 

 

(4) 効用関数の設定 

本研究における効用関数は，表-1 で示した意思決定

フローに従い，以下のとおり設定した． 

𝑣(𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)

= 𝜃1𝑓𝑒𝑚𝑎𝑙𝑒 + 𝜃2𝑜𝑙𝑑 + 𝜃3𝑙𝑖𝑣𝑒 
(8) 

𝑣(𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)

= 𝜃4𝑤𝑎𝑟𝑛 + 𝜃5𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑒𝑛𝑐𝑒 + 𝜃6𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑 
(9) 

𝑣(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)

= 𝜃7𝑤𝑎𝑟𝑛 + 𝜃8𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑒𝑛𝑐𝑒 + 𝜃9𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑 + 𝜃10𝑜𝑡h𝑒𝑟𝑠 
(10) 

𝑣(𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦)

= 𝜃11𝑜𝑤𝑛 + 𝜃12𝑎𝑙𝑜𝑛𝑒 
(11) 

𝑣(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦)

= 𝜃13𝑤𝑎𝑟𝑛 + 𝜃14𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑒𝑛𝑐𝑒 + 𝜃15𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑 + 𝜃16𝑜𝑡h𝑒𝑟𝑠 
(12) 

まず，平常時からの選択について，状況認識を変更し

ない行動の効用関数𝑣(𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)には，式(8)のと

おり女性ダミー𝑓𝑒𝑚𝑎𝑙𝑒，60 歳以上の高齢者ダミー𝑜𝑙𝑑，

豪雨災害当時の居住年数𝑙𝑖𝑣𝑒を導入した．次に，平常時

から非常時へと状況を再定義する行動の効用関数

𝑣(𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)では，式(9)のとおり，大雨特別

警報の受け取りダミー𝑤𝑎𝑟𝑛，過去の災害経験ダミー

𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑒𝑛𝑐𝑒，避難に関する他人からの呼びかけダミー

𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑を設定した．さらに，平常時から，状況の再定義

と避難を同時に意思決定する行動の効用関数

𝑣(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)においては，式(10)のとおり，

𝑤𝑎𝑟𝑛，𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑒𝑛𝑐𝑒，𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑に加えて，他人の避難行動

目撃ダミー𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠を取り入れた． 

状況の再定義後の行動の効用関数について説明する．

状況の再定義後は，非避難(Emergency)か避難(Evacuate)を

選択することができる．非避難の効用関数

𝑣(𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦)には，式(11)のとおり，持ち

家ダミー𝑜𝑤𝑛，一人暮らしダミー𝑎𝑙𝑜𝑛𝑒を設定した．ま

た，避難の効用関数𝑣(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦)は，式(12)

のとおり，𝑤𝑎𝑟𝑛，𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑒𝑛𝑐𝑒，𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑，𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠を導入

した．なお，これら 5つの効用関数に関して，効用関数

ごとに異なるパラメータを設定していることに留意され

たい． 

 本研究では時間割引率を考慮するが，𝛽𝑖 ∈ (1,0)の条

件を満たす必要があるため，推定する際は式(13)のよう

にロジット変換された形で代わりに𝛾を推定する．加え

て，時間割引率を構造化することによって，個人間での

時間割引率の異質性を表現する．よって時間割引率𝛽𝑖は，

定数項部分𝛾𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡およびハザードマップ確認ダミー𝑚𝑎𝑝

とそのパラメータ𝛾𝑚𝑎𝑝から構成されているものとした． 

𝛽𝑖 =
exp (𝛾𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 + 𝛾𝑚𝑎𝑝𝑚𝑎𝑝 )

1 + exp (𝛾𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 + 𝛾𝑚𝑎𝑝𝑚𝑎𝑝 )
 (13) 

 

(5) 時間変化する説明変数 

 ここで，時間によって値が変動する説明変数について

解説する．時間変化するのは，大雨特別警報受け取りダ

ミー𝑤𝑎𝑟𝑛，他人からの声かけダミー𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑，他人の避

難行動目撃ダミー𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠の 3つである． 

𝑤𝑎𝑟𝑛は，各個人の居住地域に大雨特別警報が発令 33)

されていれば 1，そうでなければ 0 のダミー変数𝛿𝑐𝑖𝑡𝑦
𝑤𝑎𝑟𝑛

と，個人𝑖が実際に大雨特別警報を受け取っていれば1，

そうでなければ 0 のダミー変数𝛿𝑖
𝑟𝑒𝑐𝑒𝑖𝑣𝑒を乗じたもので

ある．これによって，地域ごとの大雨特別警報の発令と

個人での情報入手の双方が表現できる． 

𝑤𝑎𝑟𝑛𝑖,𝑐𝑖𝑡𝑦 = 𝛿𝑐𝑖𝑡𝑦
𝑤𝑎𝑟𝑛 × 𝛿𝑖

𝑟𝑒𝑐𝑒𝑖𝑣𝑒 (14) 

また，𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑は声かけがあった時間帯以降は 1となる

ダミー変数である．同様に，𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠についても，該当

する時間帯以降は 1となるダミー変数である． 

 

4. 分析概要 

 

(1) 対象となるデータ 

分析では，2019 年 4 月に広島県によって行われた，

「平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた県民の避難行動に関する

調査 」の回答データを用いる．調査の詳細を表-2 に示

す．対象は 18 歳以上の広島県民で，無作為に抽出され

た 5000 人に郵送で配布され，2938 の回答を得ている．

分析に用いる設問の都合上，最終的な有効回答数は1026

となった．アンケートには，個人属性や，過去の災害経

験に関する設問に加え，平成 30 年 7 月豪雨で最も降雨が

激しかった 7月 6日の前後 1日程度（計 58時間）の 1時

間毎の行動（意思決定，避難先，情報入手等）について

の設問が含まれている．意思決定については，「1. 近隣

の危険の認知」「2. 自分や家族の危険の認知」「3. 避難

の決定」「4. 避難開始」「5. 避難終了」の 5段階で，本

研究では「2. 自分や家族の危険の認知」以降を状況の再
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定義(Emergency)状態，「3. 避難の決定」以降を避難

(Evacuate)状態と定義した． 

 

表-2 調査概要 

調査方法 郵送調査 

調査期間 2019年4月 

調査対象 
18歳以上の広島県民 5000人 

(調査実施時点，無作為抽出) 

調査内容 

 個人属性 

（年齢・性別・同居人数・居住地域等） 

 過去の災害経験 

 他人からの声掛け等が発生した時刻 

 7月5日14時から7月7日23時までの

避難に関する意思決定（1時間ごと） 

 

有効回答となった 1026 人のうち，調査対象期間内に

避難の意思決定を行ったのは344人(34%)で，非避難を選

択したのは682人(66%)であった．また，状況の定義につ

いては，調査対象期間内に再定義を行った人（のちに避

難した人も含む）は 722 人（70%），平常時の定義のま

まであった人が 304人（30%）であった．図-2に，調査

対象期間における時間的な意思決定の移り変わりを示す．

広島県のほぼ全域で降雨が最も激しく，大雨特別警報が

ほとんどの地域で発令された 6 日 20 時前後を中心に，

状況の再定義や避難の割合が大きく変化していることが

わかる．また，最終的な避難決定率は全体の 34%にとど

まっていたものの，70%の人が状況の再定義を行えてい

たこともわかる．言い換えると，状況の再定義をしたに

もかかわらず，避難を選択しなかった人が 26%程度存在

することが明らかになった． 

 

 

図-2 意思決定の時間的推移 

 

次に，他人からの声掛け𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑および他人の避難行動

の目撃𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠の時刻について集計した．図-3 は２つの

説明変数の累積分布を示している．最終的には，1026人

のうち，約半数にあたる 530人が他人から避難について

声掛けを受けていたことが明らかになった．他人の避難

行動の目撃については，それよりも少なく 226人であっ

た．時間的な変化の傾向としては，どちらも同じような

変化率を示している． 

 

 

図-3 声掛け及び他人の避難行動目撃の時間的推移 

 

さらに，他人からの声掛けと避難行動の目撃の両方を

経験したサンプル 168人において，その時間の差につい

て集計を行った（図-4）．この図は（声掛けの時刻）－

（他人の避難行動目撃の時刻）のヒストグラムとなって

いる．図の左側に位置するサンプルは，他人の避難行動

目撃の方が声掛けよりも早く，右側は声掛けの方が早い．

図を見ると，双方が同じタイミングであったサンプルが

最も多くなっているが，一方でやや分布が左側に偏って

おり，他人の避難行動の目撃のほうが声掛けよりも早い

傾向にあったことが分かった． 

 

 

図-4 声掛けと他人の避難行動目撃のタイミングのずれ 

 

5. 分析結果 

 

 第 3章で定式化したモデルと，前章で説明した避難行

動データを用いて，パラメータ推定を行った．推定結果

を表-3に示す．モデルの尤度比は 0.3を超えており，良

好な推定結果が得られたといえる．なお，初期尤度に関

しては，割引率のパラメータ（構造化部分を含む）のみ

推定値で固定し，その他のパラメータを 0にして算出し

た． 
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表-3 推定結果 

パラメータ 推定値 t値 

女性ダミー -0.0152 -4.693 *** 

高齢者ダミー 0.0043 0.995  

居住年数 [年] -0.0003 -3.296 *** 

持ち家ダミー -0.0182 -4.766 *** 

一人暮らしダミー -0.0147 -1.643  

大雨特別警報ダミー（状況の再定義） 0.3725 2.434 * 

大雨特別警報ダミー（避難） 0.5197 4.701 *** 

大雨特別警報ダミー（状況の再定義＋避難） -0.6015 -2.696 ** 

過去の災害経験ありダミー（状況の再定義） -4.7119 -31.747 *** 

過去の災害経験ありダミー（避難） -4.1933 -32.926 *** 

過去の災害経験ありダミー（状況の再定義＋避難） -6.7581 -32.577 *** 

他人からの声掛けダミー（状況の再定義） 0.9195 5.213 *** 

他人からの声掛けダミー（避難） 1.1228 8.555 *** 

他人からの声掛けダミー（状況の再定義＋避難） 3.6364 16.132 *** 

他人の避難行動目撃ダミー（避難） -0.5190 -2.257 * 

他人の避難行動目撃ダミー（状況の再定義＋避難） 0.0261 0.117  

𝛾𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡  22.0019 46.374 *** 

𝛾𝑚𝑎𝑝 -7.9981 -7.628 *** 

サンプル数 1026 

初期尤度 -7621.492 

最終尤度 -4897.388 

尤度比 0.357 

自由度調整済み尤度比 0.355 

 *** p<.001, ** p<.01, * p<.05 

 

まず，𝑢(𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)の説明変数について，女

性ダミーは有意に負の影響を及ぼしている．これは，女

性の方が男性よりも平常時の状況定義に留まり続ける効

用が低く，これ以外の選択肢を選びやすい傾向にあると

いうことを示している．高齢者ダミーについては，有意

な影響を持たない結果となった．また居住年数は，有意

に負の影響を及ぼしており，これは，居住年数が長くな

るほど平常時に留まる効用が低くなることを表し，女性

ダミーと同様の傾向を表している． 

次に，𝑢(𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦)の効用について考

える．持ち家ダミーは，この効用関数に有意な負の影響

を及ぼしている．つまり，状況の再定義後は，家を所有

していない人の方がより避難を選択しづらいということ

である．また，一人暮らしダミーについては，有意な結

果を及ぼさなかった． 

𝑤𝑎𝑟𝑛，𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑒𝑛𝑐𝑒，𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑，𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠については，2

つないし 3 つの効用関数 𝑢(𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)，

𝑢(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙) ， 𝑢(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦) に

それぞれパラメータだけが違う形で組み込まれている．

これらの説明変数については，説明変数ごとに考察を行

う． 

大雨特別警報ダミー𝑤𝑎𝑟𝑛は，すべての選択肢に対し

て有意な影響を及ぼしており，パラメータの値から，状

況の再定義 𝑢(𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙) よりも避難

𝑢(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦)に対して，正の方向により強

く働いていることが明らかになった．状況の再定義と避

難の同時選択𝑢(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)については，後述

する𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑の影響が強いために，負の方向に働いている

ものと考えられる． 

過去の災害経験ダミー𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑒𝑛𝑐𝑒については，すべ

ての選択肢で有意に負の影響を及ぼしている結果となっ

た．これは，「経験の逆機能」（Negative effect of past haz-

ard experience34)）が発生していると考えられる．この現象

は，既存の災害研究でも指摘されており 35)，本研究の対
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象である平成 30 年 7 月豪雨でもそれが働いていると推

測される．また，状況の再定義に関する効用である

𝑢(𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)に対するパラメータが他と比

べてもより負方向に大きい．このことから，経験の逆機

能は，避難フェーズよりも，正常化の偏見が働きやすい

とされている状況の再定義の部分でより影響を及ぼして

おり，過去の災害経験によって，予期形成にバイアスが

かかっているという解釈が可能である．この現象を原因

とした避難遅れの発生を避けるためには，経験の逆機能

が起こりうるということ，住民自身が知識として蓄え，

自発的に気付くことができるような防災教育が必要であ

る． 

他人からの声掛けダミー𝑐𝑎𝑙𝑙𝑒𝑑については，すべての

選択肢に対して有意に正の影響を及ぼしている結果とな

った．特に，状況の再定義と避難の同時選択

𝑢(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)に対しては，他の2つの選択肢よ

りもかなり大きな影響を持っていることがわかった．こ

れは，周囲の状況を平常時だと思っている個人が，他人

から避難について声を掛けられた瞬間，つまりスクリプ

トを入手した瞬間に，急速に避難の効用が高まり，意思

決定が進むことを示している．また，大雨特別警報ダミ

ーと比較しても声掛けのほうが避難に関してより効果的

であることから，警報は避難のトリガーとしてやや不十

分であり，地域住民がそれぞれ個別に声を掛けあうこと

ではじめて避難促進が現実的なものになるということを

示唆している．この自他相互救助の概念は，東日本大震

災でその効果が明らかになった「津波てんでんこ」の原

則とよく似ている．津波てんでんこは，「津波の際はた

とえ家族でも，人のことは構わずに一刻も早く逃げろ．」

という意味の言い伝えであるが，そこには「誰かが逃げ

れば，他の人も逃げやすくなり，結果的に周りの命を助

けることになる」という意味合いが多分に含まれている

ことが指摘されている 36) 37)．このことからも，逃げ遅れ

回避のための政策には，やはり津波てんでんこの原則を

浸透させることが効果的である可能性がある． 

他人の避難行動目撃ダミー𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠に関しては，避難

に関係する選択肢の効用𝑢(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙)と

(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦)に組み込まれている．推定結

果から，状況再定義後の避難𝑢(𝐸𝑣𝑎𝑐𝑢𝑎𝑡𝑒|𝐸𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑦)

に有意な負の影響が出ていることが確認された．この結

果は解釈に窮するところがあり，一般的な認識や声掛け

ダミーの結果とは逆のものとなっている．これは，基礎

集計でも示したように，他人からの声掛けよりも他人の

避難行動目撃の方が早い傾向にあったことと，かつ声掛

けのタイミングで避難の決定を行った人が多い（声掛け

ダミーの方が意思決定の変化をよく説明できている）こ

とが原因の一つとして考えられる． 

割引率については，事前にハザードマップを確認して

いた人の方がわずかに将来効用を割り引く傾向にあった．

しかし，ロジット変換により𝛾 = 5.0のとき既に𝛽 =

0.99となってしまうことからもわかるように，ハザー

ドマップを確認していても𝛾 = 14.0であるから，割引

率は 1に限りなく近い値となる．割引率の構造化により

局所最適解が増えてしまうことも含め，推定には課題が

残る． 

 

6. 結論 

 

本研究では，災害時における住民の避難意思決定にお

いて，状況の再定義フェーズが存在すること，またスク

リプトの入手によって避難が急速に進むことを仮定し，

分析を行った．分析結果から，以下のことが明らかとな

った． 

i) 平成 30年 7月豪雨災害における住民の避難意思

決定では，過去の災害経験が避難や状況の再定

義に対して負の方向に作用しており，特に状況

の再定義の部分により強い負の影響を及ぼして

いる． 

ii) 他人からの声掛けは，状況の再定義および避難

の意思決定に対して，気象警報（大雨特別警報）

よりも大きく有意な正の効果を持っており，声

掛けにより急速に避難までの意思決定が進む． 

これらの知見に基づき，今後起こりうる災害に対する

地域防災のための政策に関して，以下のものを提案する．

今後，日本では地域住民同士のつながりが希薄になるこ

とが懸念されているため、住民が共助の概念や他者避難

の推進を意識することが重要である． 

I) 地域住民が，経験の逆機能（前回は大丈夫だっ

たから／前回よりもひどくないから，今回も大

丈夫だろうという心理）について認知し，自分

の被害予期が間違っている可能性を常に考えら

れるように教育を行うこと． 

II) 自分が他の人に声掛けを行いながら逃げること

で，自分だけでなく他人の命を救うことにもつ

ながるということを人々が認識できるようにす

ること． 

本研究では，モデルの数理的な面でも多くの課題が散

見された．動的離散選択モデルにおいては，将来効用の

認知に関する仮定が現実的でないという問題点がある．

従来の完全情報を仮定した計算ではなく，災害時の不確

実性をより表現できるような不完全情報下の計算が可能

なモデルの構築が必要である．また，選択肢集合の設定

についても改良の余地がある．本研究では避難の意思決

定までを選択として取り扱ったが，実際はその先の目的

地（友人宅，避難所等）も併せて考慮する必要があるだ

ろう．さらに，モデル推定後も政策の効果を分析するた
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めのシミュレーション，およびその手法の開発も必要と

なってくるであろう． 
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